
 
 第３回 尼崎市住環境整備審議会 

                     
                       平成２３年５月１６日（月） 

午前１０時より 
市議会棟 第１委員会室 

 
 

次   第 
 
 
１ 議題 
 

（１）尼崎市住環境整備条例第 18 条及び尼崎市住環境整備条例施行規則第 6 条

に定める最低敷地面積等の見直しについて 

・ 第２回住環境整備審議会における主な意見について（資料１） 

・ 東日本大震災による住宅建築への影響について（資料２） 

・ 反対署名発起人とのヒアリング結果について 

・ 最低敷地面積基準の変更案について（資料３） 

・ その他 

 

 

 
２ 閉会  
 
 

以 上 



 

第２回住環境整備審議会における主な意見 

 

１ 東日本大震災による影響について 

・ 震災の影響が住宅の今の建築資材、現場でどういう影響を及ぼしているのか、わかる範

囲で調べてほしい。 

 

２ 反対者への意見聴取について 

・ 反対者の意見の内容を深く聞いてほしい。反対者と向き合い、一律の基準ではなくこうす

れば接点が生まれる、導入の仕方についても、こういうステップを刻めば接点が見出せる、

あるいは色々話し合ったが最終的に接点は見出せなかった等を明らかにしてほしい。 

・ 基本的に相反する内容なので、接点が出てくるかは非常に難しいと思う。施行時期をどこ

に持っていくかぐらいしか接点はないだろう。 

・ なぜ時期をずらして反対意見を出してきたのか、聞いてもらいたい。全く反対ということかも

しれないが、それはそれとして聞いてもらい、後は審議会の方で判断したい。 

・ 時期が短いというのであれば、何が短いのか、準備が必要と言うことか、意見をもとに考え

たい。 

 

３ 今後のスケジュールについて 

・ 次回は 5 月に開催し、そこで何らかの結論が出たら、その次の回で答申したい。 

・ いつ答申しないと 9 月の条例改正に間に合わなくなるのか確認したい。9 月に条例改正す

るには 6月や７月の答申では間に合わないのか。 

・ 反対署名が出てきたので、反対者の本音の部分、実際どこが問題で反対されているのか

をよく聞いた上で、施行時期についても検討し、審議会として判断したい。 

 

４ 審議会の進め方について 

・ 今回の改正の方向としては審議会の中でほぼ合意が得られており、基本的にはこの原案

の趣旨を尊重するが、委員から反対署名の取扱について提案があったので、これに関して

議論し、実施時期も含めて次回に検討する。 

資料１ 
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東日本大震災による住宅建築への影響 

 

１ 応急仮設住宅の完成見通しについて（国土交通省：平成 23 年 4 月 25 日） 

   7 万 2 千戸の建設要請がある応急仮設住宅について、岩手県は 7月末までに、福島県は 9

月末までに完成する見通しであるが、宮城県は 6月以降の 2万戸分の建設に目途が立ってい

ない。今後は建設用地の確保を早急に進める方針。 

 

２ 住宅建設資材に係る需給状況の緊急調査について（国土交通省：平成 23 年 4 月 5日） 

 (1) 調査の概要 

平成23年3月24日から31日まで、住宅生産者や建材メーカー等約1,600社を対象に、住宅

建設資材に関する生産拠点の損壊、物流の停滞、計画停電の影響、応急仮設住宅対応に

よる需要の増加等による、住宅建設資材の需給状況への影響、回復の時期、過剰な在庫

の保有についてアンケート等を実施し、震災前後の状況を調査した。 

(2) 結果の概要（別紙） 

① 応急仮設住宅に係る資材の調達について 

工場の被災や計画停電の実施により生産量が減少している資材もあるが、必要な数量に

ついては概ね確保できる見込み。 

② 一般住宅に係る資材の調達について 

合板類及びグラスウールについては注文が増加しており、これら一部の資材では仮需※

が発生している状況がある。震災により、供給量が減少している資材も見られるが、震災後

の混乱が収まるにつれ、正常化する面も多いと考えられ、当面の間、動向を注視する。 

※ 価格の上昇や物資の不足が予想されるような時に、在庫増加や投機的な狙いから生じる需要 

 

３ 建設資材情報（財団法人建設物価調査会：平成23年4月27日） 

主力工場が甚大な被害を受け稼動できないことや、被災地向けへの供給が優先されている

ことが要因となり、合板や電線類、硬質塩化ビニル管の流通段階における品薄感が強い。 

 

４ 経済・物価情勢の展望（日本銀行：平成23年4月28日） 

(1) 経済情勢 

震災の影響により生産活動の水準が低下し、個人消費はいったん落ち込む可能性が高

いが、今年度後半にかけては、輸出や生産がはっきりとした増加に転じるもとで、年度前半

からの反動もあって、景気回復テンポが高まる可能性が高い。 

住宅投資については、震災の影響による資材不足などから、当面、住宅建設が一部で遅

延する可能性があるが、借入金利の低下や毀損した住宅ストックの復元に向けた動きなど

を背景に、緩やかに改善していくと考えられる。 

資料２ 
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(2) 物価情勢 

消費者物価（生鮮食品を除く）の現状をみると、前年比下落幅は縮小を続けてきた。最近

では、マクロ的な需給バランスが緩やかに改善するもとで、国際商品市況高の影響もあって、

消費者物価の前年比は小幅のプラスに転じている。 

物価情勢の先行きについても、消費者物価の前年比は小幅のプラスで推移すると見込ま

れる。 

 

５ 今後の影響について 

一般住宅用の資材については、一部に供給量が減少しているものも見られ、当面の間、動

向を注視する必要があるものの、現時点で全半壊の戸数は明らかにされていないが、今後の

震災復興事業に伴う需要増については、仮に 10 万戸（応急仮設住宅建設戸数 7 万 2 千戸＋

α）の住宅の建設が行われるとしても、昨年の新設住宅着工戸数は約 81 万戸、リーマンショッ

ク（H20）以前は約 110 万戸で推移していたことからすれば、その影響は小さいものと考えられ

る。 

 

 
【国土交通省 建築着工統計調査報告（平成 22 年）より】 
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別紙 



資料３

平成24年度 平成25年度

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

当
初
案

変
更
案

住宅最低敷地面積の改正　スケジュール（案）

平成23年度

3ヶ月

第
3
回
住
環
審

（
答
申

）

市
議
会
　
条
例
改
正
の
議
決

政
策
推
進
会
議

パ
ブ
コ
メ
結
果
公
表

関係機関等への周知・PR

関係機関等へ
の周知・PR

条例施行
（平成25年1月1日～）

3ヶ月

関係機関等へ
の周知・PR

運用ルール是正

第
3
回
住
環
審

（
審
議

）

条
例
改
正

規
則
改
正 運用ルール是正

のみ先行運用

政
策
推
進
会
議

パ
ブ
コ
メ
結
果
公
表

第
4
回
住
環
審

（
答
申

）

1年間

　条例施行
（平成24年1月1日～）


